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瀬戸内市条例第 号 

 

瀬戸内市心身障害者医療費給付条例の一部を改正する条例 

 

 

瀬戸内市心身障害者医療費給付条例(平成16年瀬戸内市条例第117号)の一部を次のように

改正する。 

 

題名を次のように改める。 

瀬戸内市障害者医療費給付条例 

第1条中「心身障害者(以下「障害者」という。)」を「障害者」に改める。 

第3条第1項中第4号を第5号とし、第3号の次に次の1号を加える。 

(4) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令(昭和25年政令第155号)第6条第3

項に定める1級の精神障害者保健福祉手帳及び障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律施行令(平成18年政令第10号)第1条の2第3号に定める精神通

院医療に係る自立支援医療受給者証(以下「自立(精神)受給者証」という。)のいずれも

所持する者 

第3条第2項第3号中「前項各号に新たに該当することとなったとき」を「前項第1号から

第3号までに掲げる者については、同項第1号から第3号までに該当することとなった時」に

改め、同項に次の1号を加える。 

(4) 前項第4号に掲げる者については、精神障害者保健福祉手帳を初めて取得した時の年

齢が65歳以上である者 

第4条第1項中「支給又は」を「支給若しくは」に、「及び生活療養」を「、生活療養及

び精神疾患による入院に係る療養であって瀬戸内市障害者医療費給付条例施行規則(平成16

年瀬戸内市規則第92号。以下「規則」という。)に定めるもの」に改める。 

第5条中「心身障害者医療費受給資格証」を「障害者医療費受給資格証」に改める。 

第6条の見出し中「等」を削り、同条第2項中「交付の日から毎年6月末日まで」を「次に

掲げるとおり」に改め、同項ただし書を削り、同項に次の各号を加える。 

(1) 第3条第1項第1号から第3号までに掲げる者については、交付の日から身体障害者手

帳の再認定年月及び知的障害の再判定年月の末日又は受給資格証の交付の日以降の6

月末日までのいずれか早い日とする。 

(2) 第3条第1項第4号に掲げる者については、交付の日から精神障害者保健福祉手帳の有

効期間の末日又は受給資格証の交付の日以降の6月末日までのいずれか早い日とする。 

第6条中第4項を第6項とし、第3項の次に次の2項を加える。 
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4 市長は、前項の申請があった場合において、受給資格者につき、この条例により医療費

の給付を受ける資格があると認めたときは、受給資格証の更新を行うものとする。 

5 前2項の規定にかかわらず、市長は、受給資格者につき、この条例により医療費の給付

を受ける資格があると認めたときは、職権により受給資格証を更新することができる。 

第9条の見出し中「提出」を「提示」に改める。 

第10条第2項中「場合における」を「ときの」に改める。 

本則に次の1条を加える。 

 第14条中「第4項」を「第6項」に改める。 

(入院中の者に係る受給資格の特例) 

第17条 第3条第1項第4号及び第7条の規定にかかわらず、第3条第1項第4号に掲げる者が、

規則で定める精神疾患による入院中に、同号に掲げる自立(精神)受給者証の有効期間の末

日を過ぎた場合の当該者に係る入院中の受給資格の取扱いについては、当該療養期間に限

り当該者を受給資格者とみなし、第10条第1項ただし書及び同条第2項の規定によるもの

とする。 

 

   附 則 

 (施行期日) 

1 この条例は、令和7年4月1日から施行する。 

 (準備行為) 

2 この条例による改正後の瀬戸内市障害者医療費給付条例第3条第1項第4号に該当し、同

条例第5条により新たに医療費の給付を受けようとする者は、この条例の施行前においても、

その申請を行うことができる。
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瀬戸内市心身障害者医療費給付条例(平成16年瀬戸内市条例第117号)新旧対照表 

現行 改正後 

瀬戸内市心身障害者医療費給付条例 瀬戸内市障害者医療費給付条例 

(目的) (目的) 

第1条 この条例は、心身障害者(以下「障害者」という。)の受療を容易に

するため、障害者に対し医療費支給の措置を講じ、もって障害者の福祉

の増進に資することを目的とする。 

第1条 この条例は、障害者                          の受療を容易に

するため、障害者に対し医療費支給の措置を講じ、もって障害者の福祉

の増進に資することを目的とする。 

(受給資格者) (受給資格者) 

第3条 この条例による給付を受けることができる者(以下「受給資格者」

という。)は、市内に住所を有する被保険者等で次の各号のいずれかに掲

げるものとする。 

第3条 この条例による給付を受けることができる者(以下「受給資格者」

という。)は、市内に住所を有する被保険者等で次の各号のいずれかに掲

げるものとする。 

(1)～(3) 略 (1)～(3) 略 

(新設) (4) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令(昭和25年政令第

155号)第6条第3項に定める1級の精神障害者保健福祉手帳及び障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令(平成1

8年政令第10号)第1条の2第3号に定める精神通院医療に係る自立支援

医療受給者証(以下「自立(精神)受給者証」という。)のいずれも所持

する者 

(4) 略 (5) 略 

2 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、受給資

格者としない。 

2 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、受給資

格者としない。 

(1)・(2) 略 (1)・(2) 略 
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(3) 前項各号に新たに該当することとなったとき                   

                               の年齢が65歳以上である者 

(3) 前項第1号から第3号までに掲げる者については、同項第1号から第3

号までに該当することとなった時の年齢が65歳以上である者 

 (4) 前項第4号に掲げる者については、精神障害者保健福祉手帳を初め

て取得した時の年齢が65歳以上である者 

(医療費の範囲) (医療費の範囲) 

第4条 この条例により給付をする医療費は、医療保険各法の規定による療

養の給付、療養費の支給、保険外併用療養費の支給、特別療養費の支給、

家族療養費の支給、訪問看護療養費の支給、家族訪問看護療養費の支給、

移送費の支給又は    家族移送費の支給の対象となる療養(食事療養及

び生活療養                                                      

                                                を除く。)を受けた

場合において、当該療養に要する費用(診療報酬の算定方法の例により算

定した額。以下「総医療費」という。)のうち、医療保険各法の規定によ

り受給資格者が負担することとなる費用(医療保険各法の規定による附

加給付金又は他の法令等(条例を含む。)の規定による公費負担金がある

ときは、当該附加給付金又は公費負担金に、相当する額を控除する。)か

ら一部負担金(総医療費の100分の10に相当する額(受給資格者が負担す

ることとなる同一の月における当該一部負担金の合計額が規則で定める

額を超えるときは、当該規則で定める額))を控除した額とする。 

第4条 この条例により給付をする医療費は、医療保険各法の規定による療

養の給付、療養費の支給、保険外併用療養費の支給、特別療養費の支給、

家族療養費の支給、訪問看護療養費の支給、家族訪問看護療養費の支給、

移送費の支給若しくは家族移送費の支給の対象となる療養(食事療養、  

生活療養及び精神疾患による入院に係る療養であって瀬戸内市障害者医

療費給付条例施行規則(以下「規則」という。)に定めるものを除く。)を

受けた場合において、当該療養に要する費用(診療報酬の算定方法の例に

より算定した額。以下「総医療費」という。)のうち、医療保険各法の規

定により受給資格者が負担することとなる費用(医療保険各法の規定に

よる附加給付金又は他の法令等(条例を含む。)の規定による公費負担金

があるときは、当該附加給付金又は公費負担金に、相当する額を控除す

る。)から一部負担金(総医療費の100分の10に相当する額(受給資格者が

負担することとなる同一の月における当該一部負担金の合計額が規則で

定める額を超えるときは、当該規則で定める額))を控除した額とする。 

2・3 略 2・3 略 

(受給資格証の交付申請) (受給資格証の交付申請) 

第5条 この条例による医療費の給付を受けようとする者は、市長に対し、

心身障害者医療費受給資格証(以下「受給資格証」という。)の交付申請

第5条 この条例による医療費の給付を受けようとする者は、市長に対し、

障害者医療費受給資格証(以下「受給資格証」という。)の交付申請書を
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書を提出しなければならない。ただし、自ら交付申請書を提出すること

ができない場合は、市長が適当と認める者に代わって行わせることがで

きるものとする。 

提出しなければならない。ただし、自ら交付申請書を提出することがで

きない場合は、市長が適当と認める者に代わって行わせることができる

ものとする。 

(受給資格証の交付等) (受給資格証の交付  ) 

第6条 略 第6条 略 

2 受給資格証の有効期間は、交付の日から毎年6月末日までとする。ただ

し、市長が特に必要と認めるときは、この限りでない。 

2 受給資格証の有効期間は、次に掲げるとおり               とする。 

                                                      

（新設） (1) 第3条第1項第1号から第3号までに掲げる者については、交付の日か

ら身体障害者手帳の再認定年月及び知的障害の再判定年月の末日又は

受給資格証の交付の日以降の6月末日までのいずれか早い日とする。 

（新設） (2) 第3条第1項第4号に掲げる者については、交付の日から精神障害者

保健福祉手帳の有効期間の末日又は受給資格証の交付の日以降の6月

末日までのいずれか早い日とする。 

3 略 3 略 

（新設） 4 市長は、前項の申請があった場合において、受給資格者につき、この条

例により医療費の給付を受ける資格があると認めたときは、受給資格証

の更新を行うものとする。 

（新設） 5 前2項の規定にかかわらず、市長は、受給資格者につき、この条例によ

り医療費の給付を受ける資格があると認めたときは、職権により受給資

格証を更新することができる。 

4 略 6 略 

(受給資格証の提出) (受給資格証の提示) 
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第9条 略 第9条 略 

(給付方法) (給付方法) 

第10条 略 第10条 略 

2 前項ただし書に規定する場合であって、当該被保険者等に支払うことが

できない場合における医療費の給付は、当該医療費を負担した者に支払

うことによって行うものとする。 

2 前項ただし書に規定する場合であって、当該被保険者等に支払うことが

できないときの      医療費の給付は、当該医療費を負担した者に支払

うことによって行うものとする。 

3 略 3 略 

第14条 第5条ただし書の規定は、第6条第3項、第4項及び前2条の場合に準

用する。 

第14条 第5条ただし書の規定は、第6条第3項、第6項及び前2条の場合に準

用する。 

（新設） (入院中の者に係る受給資格の特例) 

第17条 第3条第1項第4号及び第7条の規定にかかわらず、第3条第1項第4号

に掲げる者が、規則で定める精神疾患による入院中に、同号に掲げる自

立(精神)受給者証の有効期間の末日を過ぎた場合の当該者に係る入院中

の受給資格の取扱いについては、当該療養期間に限り当該者を受給資格

者とみなし、第10条第1項ただし書及び同条第2項の規定によるものとす

る。 
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瀬戸内市規則第 号 

 

瀬戸内市心身障害者医療費給付条例施行規則の一部を改正する規則 

 

 

瀬戸内市心身障害者医療費給付条例施行規則(平成16年瀬戸内市規則第92号)の一部を次

のように改正する。 

 

題名を次のように改める。 

瀬戸内市障害者医療費給付条例施行規則 

第1条中「瀬戸内市心身障害者医療費給付条例」を「瀬戸内市障害者医療費給付条例」に

改める。 

第2条を第2条の2とし、第1条の次に次の1条を加える。 

(精神疾患による入院に係る療養) 

第2条 条例第4条第1項の規則に定める精神疾患による入院に係る療養は、条例第3条第1

項第4号に掲げる者に係る、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律施行令(平成18年政令第10号)第1条の2第3号に規定する厚生労働省令で定める精神障

害を主因とする疾患による入院のうち、入院の日から3月を経過する日の属する月の末日

より後の療養とする。 

第3条中「特別な」を「特別の」に改める。 

第4条第1項中「心身障害者医療費受給資格証交付(更新)申請書」を「障害者医療費受給

資格証交付(更新)申請書」に改め、同条第2項中「心身障害者医療費受給者台帳」を「障害

者医療費受給者台帳」に、「心身障害者医療費受給資格証」を「条例第3条第1項第1号から

第3号に掲げる者については、障害者医療費受給資格証」に改め、「様式第3号。」を削り、

「いう。)」の次に「の様式第3号を、同項第4号に掲げる者については、受給資格証の様式

第3号の2」を加え、「心身障害者医療費受給資格証交付(更新)申請却下通知書」を「障害者

医療費受給資格証交付(更新)申請却下通知書」に、「、当該」を「当該」に改め、同条に次

の1項を加える。 

4 条例第6条第5項の規定による受給資格証の交付については、第2項の規定の例による。 

第5条第1項中「心身障害者医療費一部負担金減免申請書」を「障害者医療費一部負担金

減免申請書」に、「心身障害者医療費一部負担金減免証明書」を「障害者医療費一部負担金

減免証明書」に改め、同条第3項中「心身障害者医療費一部負担金減免証明書交付簿」を「障

害者医療費一部負担金減免証明書交付簿」に改める。 

第7条第4号中「被保険者資格証明書を提出し」を「特別療養費に係る」に改める。 
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第8条第1項中「心身障害者医療費給付申請書」を「障害者医療費給付申請書」に改め、

同条第3項中「心身障害者医療費一部負担限度額差額給付申請書」を「障害者医療費一部負

担限度額差額給付申請書」に改める。 

第9条中「心身障害者医療費給付決定通知書」を「障害者医療費給付決定通知書」に、「心

身障害者医療費給付却下通知書」を「障害者医療費給付却下通知書」に改める。 

第10条第2項中「心身障害者医療費受給資格変更届」を「障害者医療費受給資格変更届」

に改め、同条第4項中「心身障害者医療費受給資格喪失届」を「障害者医療費受給資格喪失

届」に改める。 

第11条中「心身障害者医療費受給資格証再交付申請書」を「障害者医療費受給資格証再

交付申請書」に改める。 

第12条中「心身障害者医療費返還通知書」を「障害者医療費返還通知書」に改める。 

第13条中「心身障害者医療費受給者台帳」を「障害者医療費受給者台帳」に改める。 

第14条中「心身障害者医療費」を「障害者医療費」に改める。 

別表第1中「第2条」を「第2条の2」に改める。 

別表第2中「第2条」を「第2条の2」に改める。 

 様式第1号を次のように改める。
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 様式第2号を次のように改める。 

 

様式第3号中「心身障害者医療費受給資格証」を「障害者医療費受給資格証」に、「心身

障害者医療費」を「障害者医療費」に、「心身障害者医療費給付申請書」を「障害者医療費

給付申請書」に、「心身障害者医療担当窓口」を「障害者医療担当窓口」に改め、同様式の

次に次の1様式を加える。
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 様式第4号を次のように改める。
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 様式第5号中「心身障害者医療費一部負担金減免申請書」を「障害者医療費一部負担金減

免申請書」に、「又は免除」を「、免除」に、「心身障害者医療の一部負担金」を「障害者

医療の一部負担金」に改める。 

 様式第6号中「心身障害者医療費一部負担金減免証明書」を「障害者医療費一部負担金減

免証明書」に、「又は免除」を「、免除」に、 

「 

 

 

」を 

「 

 

 

」に、「心身障害者医療

の一部負担金」を「障害者医療の一部負担金」に改める。 

 様式第7号中「心身障害者医療費一部負担金減免証明書交付簿」を「障害者医療費一部負

担金減免証明書交付簿」に改める。 

 様式第8号の2中「心身障害者・こども・ひとり親家庭等 医療費給付申請書」を「障害

者・こども・ひとり親家庭等 医療費給付申請書」に、「次」を「下記」に改める。 

 様式第9号から様式第13号までを次のように改める。

年    月    日から 

年    月    日まで 

自      年    月    日 

至      年    月    日 
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 様式第15号中「心身障害者医療費受給資格喪失届」を「障害者医療費受給資格喪失届」

に改める。 

 様式第16号中「心身障害者医療費受給資格証再交付申請書」を「障害者医療費受給資格

証再交付申請書」に、「再交付の」を「紛失（破損）」に、「、組合員又は加入者氏名」を

「又は組合員氏名」に改める。 

 様式第17号を次のように改める。 
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   附 則 

この規則は、令和7年4月1日から施行する。 
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瀬戸内市心身障害者医療費給付条例施行規則(平成16年瀬戸内市規則第92号)新旧対照表 

現行 改正後 

瀬戸内市心身障害者医療費給付条例施行規則 瀬戸内市障害者医療費給付条例施行規則 

(趣旨) (趣旨) 

第1条 この規則は、瀬戸内市心身障害者医療費給付条例(平成16年瀬戸内

市条例第117号。以下「条例」という。)の施行に関し必要な事項を定め

るものとする。 

第1条 この規則は、瀬戸内市障害者医療費給付条例(平成16年瀬戸内市条

例第117号。以下「条例」という。)の施行に関し必要な事項を定めるも

のとする。 

 (精神疾患による入院に係る療養) 

第2条 条例第4条第1項の規則に定める精神疾患による入院に係る療養は、

条例第3条第1項第4号に掲げる者に係る、障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律施行令(平成18年政令第10号)第1条の2第

3号に規定する厚生労働省令で定める精神障害を主因とする疾患による

入院のうち、入院の日から3月を経過する日の属する月の末日より後の療

養とする。 

(負担上限月額) (負担上限月額) 

第2条 略 第2条の2 略 

(一部負担金の減免) (一部負担金の減免) 

第3条 条例第4条第3項の規則で定める特別な理由は、条例による給付を受

ける者の属する世帯の主たる生計維持者(療養を受ける者が市町村国民

健康保険の被保険者又は高齢者の医療の確保に関する法律(昭和57年法

律第80号。以下「高齢者医療確保法」という。)の規定による後期高齢者

医療制度の被保険者であるときは世帯主、被用者保険又は国民健康保険

組合の被保険者、加入者、組合員又は被扶養者であるときは被保険者、

加入者又は組合員とする。)がおおむね過去1年以内の間に次に掲げる事

第3条 条例第4条第3項の規則で定める特別の理由は、条例による給付を受

ける者の属する世帯の主たる生計維持者(療養を受ける者が市町村国民

健康保険の被保険者又は高齢者の医療の確保に関する法律(昭和57年法

律第80号。以下「高齢者医療確保法」という。)の規定による後期高齢者

医療制度の被保険者であるときは世帯主、被用者保険又は国民健康保険

組合の被保険者、加入者、組合員又は被扶養者であるときは被保険者、

加入者又は組合員とする。)がおおむね過去1年以内の間に次に掲げる事
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由のいずれかに該当したことにより、市町村の条例の定めるところによ

り当該市町村民税を減免され、又は生活保護法(昭和25年法律第144号)第

6条第2項に規定する要保護者である者(同条第1項に規定する被保護者又

は一部負担金の減免により同法の規定による保護を要しないこととなる

者をいう。以下同じ。)となった場合とし、市町村民税が課されていない

者又は要保護者である者が、おおむね過去1年以内の間に次に掲げる事由

のいずれかに該当した場合も同様とする。 

由のいずれかに該当したことにより、市町村の条例の定めるところによ

り当該市町村民税を減免され、又は生活保護法(昭和25年法律第144号)第

6条第2項に規定する要保護者である者(同条第1項に規定する被保護者又

は一部負担金の減免により同法の規定による保護を要しないこととなる

者をいう。以下同じ。)となった場合とし、市町村民税が課されていない

者又は要保護者である者が、おおむね過去1年以内の間に次に掲げる事由

のいずれかに該当した場合も同様とする。 

(1)～(5) 略 (1)～(5) 略 

(受給資格証の交付等) (受給資格証の交付等) 

第4条 条例第5条及び第6条第3項の規定による申請は、心身障害者医療費

受給資格証交付(更新)申請書(様式第1号)に医療保険各法による被保険

者証を添えて行うものとする。 

第4条 条例第5条及び第6条第3項の規定による申請は、障害者医療費受給

資格証交付(更新)申請書(様式第1号)に医療保険各法による被保険者証

を添えて行うものとする。 

2 市長は、前項の申請書の提出を受けたときは、その適否について審査を

行い、適当と認めた者については心身障害者医療費受給者台帳(様式第2

号)に記載し、心身障害者                                          

    医療費受給資格証(様式第3号。以下「受給資格証」という。)      

                                                                

   を交付し、申請を不適当と認めた者については心身障害者医療費受給

資格証交付(更新)申請却下通知書(様式第4号)により、当該申請者にその

旨を通知するものとする。 

2 市長は、前項の申請書の提出を受けたときは、その適否について審査を

行い、適当と認めた者については障害者医療費受給者台帳(様式第2号)に

記載し、条例第3条第1項第1号から第3号に掲げる者については、障害者

医療費受給資格証(           以下「受給資格証」という。)の様式第3

号を、同項第4号に掲げる者については、受給資格証の様式第3号の2を交

付し、申請を不適当と認めた者については障害者医療費受給資格証交付

(更新)申請却下通知書(様式第4号)により当該申請者にその旨を通知す

るものとする。 

3 略 3 略 

 4 条例第6条第5項の規定による受給資格証の交付については、第2項の規

定の例による。 

(一部負担金の減免の手続等) (一部負担金の減免の手続等) 

第5条 第3条の規定に該当し、一部負担金の減額又は免除を受けようとす 第5条 第3条の規定に該当し、一部負担金の減額又は免除を受けようとす
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る者は、心身障害者医療費一部負担金減免申請書(様式第5号)を市長に提

出し、心身障害者医療費一部負担金減免証明書(様式第6号)の交付を受け

なければならない。 

る者は、障害者医療費一部負担金減免申請書(様式第5号)を市長に提出

し、障害者医療費一部負担金減免証明書(様式第6号)の交付を受けなけれ

ばならない。 

2 略 2 略 

3 市長が第1項の規定による証明書の交付をしたときは、心身障害者医療

費一部負担金減免証明書交付簿(様式第7号)に記録し、整理するものとす

る。 

3 市長が第1項の規定による証明書の交付をしたときは、障害者医療費一

部負担金減免証明書交付簿(様式第7号)に記録し、整理するものとする。 

(医療費支払の特例) (医療費支払の特例) 

第7条 条例第10条第1項ただし書に規定する規則で定める場合は、次に掲

げる場合とする。 

第7条 条例第10条第1項ただし書に規定する規則で定める場合は、次に掲

げる場合とする。 

(1)～(3) 略 (1)～(3) 略 

(4) 国民健康保険法(昭和33年法律第192号)又は高齢者医療確保法に規

定する被保険者資格証明書を提出し療養を受けたとき。 

(4) 国民健康保険法(昭和33年法律第192号)又は高齢者医療確保法に規

定する特別療養費に係る          療養を受けたとき。 

(5)～(7) 略 (5)～(7) 略 

(医療費給付申請の方法) (医療費給付申請の方法) 

第8条 前条第1号及び第6号に規定する給付を申請する場合は、心身障害者

医療費給付申請書(様式第8号。以下「給付申請書」という。)に、医療機

関等が発行する療養を受けた日の属する1箇月分の領収書を添付し、又は

診療報酬領収証明書の記載を受けて、市長に申請しなければならない。

ただし、岡山県後期高齢者医療広域連合が行う後期高齢者医療制度の被

保険者が同条第1号に規定する給付を受ける場合は、申請を要しない。 

第8条 前条第1号及び第6号に規定する給付を申請する場合は、障害者医療

費給付申請書(様式第8号。以下「給付申請書」という。)に、医療機関等

が発行する療養を受けた日の属する1箇月分の領収書を添付し、又は診療

報酬領収証明書の記載を受けて、市長に申請しなければならない。ただ

し、岡山県後期高齢者医療広域連合が行う後期高齢者医療制度の被保険

者が同条第1号に規定する給付を受ける場合は、申請を要しない。 

2 略 2 略 

3 前条第5号に規定する給付を申請する場合は、心身障害者医療費一部負

担限度額差額給付申請書(様式第10号。以下「差額給付申請書」という。)

に、医療機関等が発行する療養を受けた日の属する1箇月分の領収書を添

3 前条第5号に規定する給付を申請する場合は、障害者医療費一部負担限

度額差額給付申請書(様式第10号。以下「差額給付申請書」という。)に、

医療機関等が発行する療養を受けた日の属する1箇月分の領収書を添付



21 

 

付して、市長に申請しなければならない。ただし、次の各号に掲げる場

合は、当該各号の様式等の提出を省略することができる。 

して、市長に申請しなければならない。ただし、次の各号に掲げる場合

は、当該各号の様式等の提出を省略することができる。 

(1)・(2) 略 (1)・(2) 略 

4 略 4 略 

(医療費給付の決定等) (医療費給付の決定等) 

第9条 市長は、前条の規定による給付申請書又は差額給付申請書の提出を

受けたときは、給付の適否について審査を行い、適当と認めた者につい

ては心身障害者医療費給付決定通知書(様式第11号)により、給付を不適

当と認めた者については心身障害者医療費給付却下通知書(様式第12号)

により、その旨を当該申請者に通知するものとする。 

第9条 市長は、前条の規定による給付申請書又は差額給付申請書の提出を

受けたときは、給付の適否について審査を行い、適当と認めた者につい

ては障害者医療費給付決定通知書(様式第11号)により、給付を不適当と

認めた者については障害者医療費給付却下通知書(様式第12号)により、

その旨を当該申請者に通知するものとする。 

(届出) (届出) 

第10条 略 第10条 略 

2 前項各号に掲げる事項の変更に係る届出は、心身障害者医療費受給資格

変更届(様式第13号)により行うものとする。 

2 前項各号に掲げる事項の変更に係る届出は、障害者医療費受給資格変更

届(様式第13号)により行うものとする。 

3 略 3 略 

4 条例第12条の規定による受給資格を失ったときの届出は、心身障害者医

療費受給資格喪失届(様式第15号)により行うものとする。 

4 条例第12条の規定による受給資格を失ったときの届出は、障害者医療費

受給資格喪失届(様式第15号)により行うものとする。 

(再交付) (再交付) 

第11条 条例第13条の規定による申請は、心身障害者医療費受給資格証再

交付申請書(様式第16号)により行うものとする。 

第11条 条例第13条の規定による申請は、障害者医療費受給資格証再交付

申請書(様式第16号)により行うものとする。 

(医療費の返還) (医療費の返還) 

第12条 条例第15条の規定による医療費の返還命令は、心身障害者医療費

返還通知書(様式第17号)により行うものとする。 

第12条 条例第15条の規定による医療費の返還命令は、障害者医療費返還

通知書(様式第17号)により行うものとする。 

(医療費支給台帳) (医療費支給台帳) 
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第13条 市長は、心身障害者医療費受給者台帳(様式第2号)に、医療費の給

付に関して必要な事項を記録しておかなければならない。 

第13条 市長は、障害者医療費受給者台帳(様式第2号)に、医療費の給付に

関して必要な事項を記録しておかなければならない。 

(その他) (その他) 

第14条 この規則に定めるもののほか、心身障害者医療費の給付に関し必

要な事項は、市長が別に定める。 

第14条 この規則に定めるもののほか、障害者医療費の給付に関し必要な

事項は、市長が別に定める。 

別表第1(第2条  関係) 所得区分 別表第1(第2条の2関係) 所得区分 

所得区分 左に係る受給資格者の区分 

一定以上所得者 他のいずれの区分にも入らない受給資格者 

一般 受給資格者及び受給資格者と生計を一にする者につい

て、療養を受けた月の属する年の前年(療養を受けた月が

1月から6月までの場合にあっては、前々年。以下同じ。)

中の所得の額(高齢者の医療の確保に関する法律施行令

(平成19年政令第318号)第7条第1項の規定により算定し

た金額をいい、同項中「世帯主」とあるのは「年齢19歳

未満の扶養親族を有するもの」と、「当該世帯主と同一

の世帯に属する」とあるのは「生計を一にする」と読み

替えて算出するものとする。)が、それぞれ同条第4項に

定める額未満である場合における当該受給資格者(低所

得Ⅱ及び低所得Ⅰの区分に属する者を除く。) 

低所得Ⅱ 受給資格者及び受給資格者と生計を一にする者が、療

養を受けた月の属する年度(療養を受けた月が4月から6

月までの場合にあっては、前年度)分の所得割(地方税法

の規定による市町村民税の同法第292条第1項第2号に掲

げる所得割(同法第328条の規定によって課する所得割を

除く。)をいう。)を課されない者(本市の条例で定めると

所得区分 左に係る受給資格者の区分 

一定以上所得者 他のいずれの区分にも入らない受給資格者 

一般 受給資格者及び受給資格者と生計を一にする者につい

て、療養を受けた月の属する年の前年(療養を受けた月が

1月から6月までの場合にあっては、前々年。以下同じ。)

中の所得の額(高齢者の医療の確保に関する法律施行令

(平成19年政令第318号)第7条第1項の規定により算定し

た金額をいい、同項中「世帯主」とあるのは「年齢19歳

未満の扶養親族を有するもの」と、「当該世帯主と同一

の世帯に属する」とあるのは「生計を一にする」と読み

替えて算出するものとする。)が、それぞれ同条第4項に

定める額未満である場合における当該受給資格者(低所

得Ⅱ及び低所得Ⅰの区分に属する者を除く。) 

低所得Ⅱ 受給資格者及び受給資格者と生計を一にする者が、療

養を受けた月の属する年度(療養を受けた月が4月から6

月までの場合にあっては、前年度)分の所得割(地方税法

の規定による市町村民税の同法第292条第1項第2号に掲

げる所得割(同法第328条の規定によって課する所得割を

除く。)をいう。)を課されない者(本市の条例で定めると
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ころにより当該市町村民税を免除された者を含むものと

し、当該市町村民税の賦課期日において地方税法の施行

地に住所を有しない者を除く。以下「市町村民税所得割

非課税者」という。)である場合における当該受給資格者

(低所得Ⅰの区分に属する者を除く。) 

低所得Ⅰ 受給資格者及び受給資格者と生計を一にする者が、市

町村民税所得割非課税者であり、かつ、療養を受けた月

の属する年の前年中の合計所得金額(地方税法第292条第

1項第13号に規定する合計所得金額をいい、その額が零を

下回る場合には、零とする。)が零である場合における当

該受給資格者 
 

ころにより当該市町村民税を免除された者を含むものと

し、当該市町村民税の賦課期日において地方税法の施行

地に住所を有しない者を除く。以下「市町村民税所得割

非課税者」という。)である場合における当該受給資格者

(低所得Ⅰの区分に属する者を除く。) 

低所得Ⅰ 受給資格者及び受給資格者と生計を一にする者が、市

町村民税所得割非課税者であり、かつ、療養を受けた月

の属する年の前年中の合計所得金額(地方税法第292条第

1項第13号に規定する合計所得金額をいい、その額が零を

下回る場合には、零とする。)が零である場合における当

該受給資格者 
 

備考 備考 

1 この表において「受給資格者と生計を一にする者」とは、当該受給

資格者の加入している医療保険各法(国民健康保険法及び高齢者医

療確保法を除く。)の規定による被保険者(当該受給資格者以外の者

であって、かつ、健康保険法(大正11年法律第70号)の規定による被

保険者(同法第3条第2項の規定による日雇特例被保険者を除く。)、

船員保険法(昭和14年法律第73号)の規定による被保険者、国家公務

員共済組合法(昭和33年法律第128号)若しくは地方公務員等共済組

合法(昭和37年法律第152号)に基づく組合員、私立学校職員共済制度

の加入者又は健康保険法第126条の規定に基づき日雇特例被保険者

手帳の交付を受けその手帳に健康保険印紙をはり付けるべき余白が

なくなるに至るまでの間にある者をいう。)又は当該受給資格者の加

入している国民健康保険法及び高齢者医療確保法の規定による被保

険者(当該受給資格者以外の者であって、かつ、当該受給資格者と同

一の世帯に属するものに限る。)並びに当該受給資格者と同一の住民

1 この表において「受給資格者と生計を一にする者」とは、当該受給

資格者の加入している医療保険各法(国民健康保険法及び高齢者医

療確保法を除く。)の規定による被保険者(当該受給資格者以外の者

であって、かつ、健康保険法(大正11年法律第70号)の規定による被

保険者(同法第3条第2項の規定による日雇特例被保険者を除く。)、

船員保険法(昭和14年法律第73号)の規定による被保険者、国家公務

員共済組合法(昭和33年法律第128号)若しくは地方公務員等共済組

合法(昭和37年法律第152号)に基づく組合員、私立学校職員共済制度

の加入者又は健康保険法第126条の規定に基づき日雇特例被保険者

手帳の交付を受けその手帳に健康保険印紙をはり付けるべき余白が

なくなるに至るまでの間にある者をいう。)又は当該受給資格者の加

入している国民健康保険法及び高齢者医療確保法の規定による被保

険者(当該受給資格者以外の者であって、かつ、当該受給資格者と同

一の世帯に属するものに限る。)並びに当該受給資格者と同一の住民
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基本台帳上の世帯に属する者をいう。 基本台帳上の世帯に属する者をいう。 

2 市町村民税所得割非課税者の判定において、高齢者の医療の確保に

関する法律施行令第7条第1項中「当該世帯主と同一の世帯に属する」

とあるのは「生計を一にする」と読み替えて適用した場合における

同項の控除対象者を扶養親族として有する者は、地方税法第314条の

2第1項及び第2項の規定による総所得金額、退職所得金額及び山林所

得金額からの控除後の金額から高齢者の医療の確保に関する法律施

行令第7条第1項第2号の規定による合計額を控除した後の金額によ

り所得割を算定するものとする。 

2 市町村民税所得割非課税者の判定において、高齢者の医療の確保に

関する法律施行令第7条第1項中「当該世帯主と同一の世帯に属する」

とあるのは「生計を一にする」と読み替えて適用した場合における

同項の控除対象者を扶養親族として有する者は、地方税法第314条の

2第1項及び第2項の規定による総所得金額、退職所得金額及び山林所

得金額からの控除後の金額から高齢者の医療の確保に関する法律施

行令第7条第1項第2号の規定による合計額を控除した後の金額によ

り所得割を算定するものとする。 

3 別表第1の低所得Ⅰの項における合計所得金額に所得税法(昭和40

年法律第33号)第28条第1項に規定する給与所得又は同法第35条第3

項に規定する公的年金等に係る所得が含まれている場合、同項にお

ける合計所得金額については、同法第28条第2項の規定により計算し

た金額及び同法第35条第2項第1号の規定により計算した金額の合計

額から10万円を控除して得た金額(当該金額が零を下回る場合には、

零とする。)と同項第2号の規定により計算した金額とを合算した額

を当該給与所得の金額及び同条第1項に規定する雑所得の金額の合

計額として計算するものとする。 

3 別表第1の低所得Ⅰの項における合計所得金額に所得税法(昭和40

年法律第33号)第28条第1項に規定する給与所得又は同法第35条第3

項に規定する公的年金等に係る所得が含まれている場合、同項にお

ける合計所得金額については、同法第28条第2項の規定により計算し

た金額及び同法第35条第2項第1号の規定により計算した金額の合計

額から10万円を控除して得た金額(当該金額が零を下回る場合には、

零とする。)と同項第2号の規定により計算した金額とを合算した額

を当該給与所得の金額及び同条第1項に規定する雑所得の金額の合

計額として計算するものとする。 

別表第2(第2条  関係) 負担上限月額 別表第2(第2条の2関係) 負担上限月額 

所得区分 当該月における療養が外来

療養(指定訪問看護を含

む。)のみの場合 

当該月における療養が入院療

養を含む場合 

一定以上所得者 44,400円 80,100円に総医療費の1％を加

算した額 

一般 12,000円 44,400円 

所得区分 当該月における療養が外来

療養(指定訪問看護を含

む。)のみの場合 

当該月における療養が入院療

養を含む場合 

一定以上所得者 44,400円 80,100円に総医療費の1％を加

算した額 

一般 12,000円 44,400円 
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低所得Ⅱ 4,000円 12,000円 

低所得Ⅰ 2,000円 6,000円 
 

低所得Ⅱ 4,000円 12,000円 

低所得Ⅰ 2,000円 6,000円 
 

備考 備考 

この表において、「80,100円に総医療費の1％を加算した額」とは、80,

100円と総医療費(条例第4条第1項に規定する総医療費をいい、その額が8

01,000円に満たないときは、801,000円)から801,000円を控除した額に10

0分の1を乗じて得た額(この額に1円未満の端数がある場合において、そ

の金額が50銭未満であるときはこれを切り捨て、その金額が50銭以上で

あるときはこれを1円に切り上げた額)との合算額をいう。 

この表において、「80,100円に総医療費の1％を加算した額」とは、80,

100円と総医療費(条例第4条第1項に規定する総医療費をいい、その額が8

01,000円に満たないときは、801,000円)から801,000円を控除した額に10

0分の1を乗じて得た額(この額に1円未満の端数がある場合において、そ

の金額が50銭未満であるときはこれを切り捨て、その金額が50銭以上で

あるときはこれを1円に切り上げた額)との合算額をいう。 

  

様式第1号(第4条関係) 

 略 

様式第1号(第4条関係) 

 略 

 様式第1号の1(第4条関係) 

様式第2号(第4条関係) 

 略 

様式第2号(第4条関係) 

 略 

様式第3号(第4条関係) 

 略 

様式第3号(第4条関係) 

 略 

 様式第3号の2(第4条関係) 

 略 

様式第4号(第4条関係) 

 略 

様式第4号(第4条関係) 

 略 

様式第5号(第5条関係) 

 略 

様式第5号(第5条関係) 

 略 

様式第6号(第5条関係) 

 略 

様式第6号(第5条関係) 

 略 
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様式第7号(第5条関係) 

 略 

様式第7号(第5条関係) 

 略 

様式第8号の2(第8条関係) 

 略 

様式第8号の2(第8条関係) 

 略 

様式第9号(第8条関係) 

 略 

様式第9号(第8条関係) 

 略 

様式第10号(第8条関係) 

 略 

様式第10号(第8条関係) 

 略 

様式第11号(第9条関係) 

 略 

様式第11号(第9条関係) 

 略 

様式第12号(第9条関係) 

 略 

様式第12号(第9条関係) 

 略 

様式第13号(第10条関係) 

 略 

様式第13号(第10条関係) 

 略 

様式第15号(第10条関係) 

 略 

様式第15号(第10条関係) 

 略 

様式第16号(第11条関係) 

 略 

様式第16号(第11条関係) 

 略 

様式第17号(第12条関係) 

 略 

様式第17号(第12条関係) 

 略 

 

 


